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○災害復旧事業に関する基礎知識 
１）事業制度 

事  業  名 事 業 内 容 補助根拠 

農地災害復旧事業 被災した農地の復旧 暫定法 

農業用施設災害復旧事業 被災した水路、ため池、農道等の農業用施設の復旧 暫定法 

※暫定法︓第 1 条 農地、農業用施設、林業用施設、漁業用施設及び共同利用施設の災害復旧事

業に要する費用につき国が補助を行い、もって農林水産業の維持を図り、あわせてその経営の安

定に寄与することを目的とする。 

【参考】 

負担法︓公共土木施設の災害復旧事業について地方公共団体の財政力に適応するように国の負

担を定めて、災害の速やかな復旧を図りもって公共の福祉を確保することを目的とする。 

激甚法︓国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ、当該災害による地方財政の負担を緩和し、又は

被害者に対する特例の助成を行うことが特に必要と認められる災害が発生した場合には、当該

災害を激甚災害として政令で指定するものとする。 

 

２）災害復旧事業の対象となる災害 
暫定法及び負担法による災害復旧事業の対象となる災害は、「異常な天然現象」により生じた災

害です。 

降雨︓24 時間雨量が 80mm 以上。但し 80mm 未満の場合でも時間雨量が 20mm 以上等の

場合例外規定あり 

洪水︓警戒水位以上・低水位と堤防高の 1/2 以上 

暴風︓最大風速（10 分間平均の最大値）15m/S 以上 

干害︓連続干天日数（日雨量 5mm 未満）が 20 日以上 

他火山噴火の降灰、高潮・津波、融雪、地滑り、地震、落雷、凍上など自然災害に起因する事象 

【参考】 

鹿角観測所 R4/8/12〜13 24 時間雨量 263mm、時間雨量 8/13 72.5mm  

 

３）災害復旧事業の補助率 
・基本的補助率は、農地 50%、農業用施設 60% 

・激甚災害に指定された場合は、暫定法の補助残の部分について嵩上げが適用 
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【重要】補助残については各市町村の嵩上げの有無がありなお且つ補助する率も違います、確認

済とは思いますが、本災害（４０万以上）、小災害（１０万〜４０万未満）とも制度については

確認しておく必要があります。 

 

４）災害復旧事業の対象とならない条件 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省 農地・農業用施設災害復旧事業（暫定法）災害査定申請マニュアル 令和４年１月改定 

https://www.maff.go.jp/j/nousin/bousai/bousai_saigai/b_hukkyuu/ 
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３）災害復旧事業の流れ 
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１． 災害への備え（平常時の対応） 
１） 災害時（豪雨、地震）の体制や対応の整備 

・通常時の施設管理については土地改良区で定めた管理規定により管理することとして

います。国の規定では通常ダムのほか頭首工が該当し整備することとなっていますが、た

め池、揚排水機場等についても豪雨時の水位による施設の調整等、より具体的に「どの状

態になったら」「誰が」「どう作業するか」を取り決めることが重要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○揚排水機について 

【参考】新潟県農業用排水機管理規定 洪水警戒体制時の勤務を抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(気象及び水象の観測) 

第 9条 管理者は、毎日気象及び水象について調査及び観測を行わなければならない。 

 (洪水警戒体制) 

第 10 条 管理者は、次の各号の一に該当するときは、直ちに洪水警戒体制に入らなければならない。 

(1) 新潟地方気象台から大雨に関する注意報又は警報が発せられ、豪雨となるおそれがあるとき。 

(2) その他洪水が発生するおそれがあるとき。 

 (洪水警戒体制時の措置) 

第 11 条 管理者は、洪水警戒体制に入つたときは、次に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 必要な人員を確保すること。（具体的に決めておく） 

(2) 委員会、関係地域振興局、市町村に連絡し、必要な措置をとること。（緊急連絡先を作成） 

(3) 気象及び水象の状況により、内水位の低下を図るため必要な見込運転を行うこと。 

(4) 排水施設その他の施設について再点検を行うこと。 

(5) 関連する近隣事業所から状況を聴取するとともに、気象及び水象の情報を収集すること。 

(6) 浮流物等の除去を行うこと。 
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○ため池について 
【参考】ため池管理マニュアル R2 年 6 月 農林水産省 農村振興局より抜粋 

 

 

 

 

(7) 雨具、照明器具その他必要な器具及び資材の整備又は準備を行うこと。 

(8) その他必要な措置を行うこと。 

2 管理者は、中部排水機場の外水位が標高 5.57 メートルを超えるときは、中部排水機場の中ノ口川下流側

端から数えて 1番目及び 2 番目の排水樋
ひ
門を全閉にしなければならない。 

3 管理者は、萱場排水機場の外水位が標高 6.34 メートルを超えるときは、萱場排水機場のすべての排水樋
ひ

門を全閉にしなければならない。（目安を具体的に数値化） 

 (洪水警戒体制の解除) 

第 12 条 管理者は、大雨に関する注意報又は警報が解除され、洪水が終わったとき又は洪水が発生するおそ

れがなくなったときは、電気設備、機械器具等の安全を確認し、洪水警戒体制を解除するものとする。 

2 管理者は、前項の規定により洪水警戒体制を解除したときは、速やかに委員会、関係地域振興局、関係土

地改良区等に連絡するものとする。 
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２） 施設管理状況の保存 
・災害復旧事業特に施設災害については、通常時適切な維持管理が行われていることが前

提になっています。（P2 暫定法第 5 条）前述した「管理規定」や「維持管理計画書」「施

設台帳」「管理日報」については常時更新を重ね最新版を保存しておくことも重要です。

査定時には査定官から「管理状況が確認できる資料を見せてください」と聞かれることが

あります。 

・古い施設で図面等が残っていない施設は被災前の写真を撮影し保存願います。 

頭首工など施設のほとんどあるいは大部分が亡失してしまった際、被災前の状況がわか

らず、復旧工法を決定できない場合や、査定時に提出を求められる場合もあります。必ず

数年毎に記録をお願いします。 

 

３） 気象情報及び注意報または警報の監視 

 気象庁ホームページの閲覧（例） 
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対象市町村を 
クリック 
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常時監視 
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２． 災害発生時から報告までの作業 
１） 組合員からの通報対応 

災害受付表等を準備したうえで 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  通報、相談してくる組合員は不安な気持ちを抱え連絡してくることが大半です。「担当者

が不在で分からない」とならないよう、電話や窓口で受けたものが災害受付表に基づき聞き取

りを行いますので、日頃から災害受付表の記入方法や災害に関する基礎知識など土地改良区内

で共有を図る必要があります。また災害業務は迅速性が求められますのでタイミングを逃さな

いよう対応することも重要となります。 
 
 
 
 
 
 

令和４年度農地・農業用施設災害復旧事業担当者会議資料

より 
 

・通報者の氏名、連絡先 

・いつ 

・どこで 

 （農地の地番、施設名称、大字、小字、目印） 

・何が 

 （田・畑・水路・ため池・頭首工・揚排水機場・その他） 

・どの様な被害 

 （崩壊・崩落・土砂流出入・湛水・浸水・その他） 

・災害受付表に記載し漏れがないように 

・復唱することを心がける 

・場所が不明確な場合は、案内を依頼 

 （２次被害を避けるため降雨状況や・水位等の状況を把握 

 し十分安全が確保すること） 

ポイント 
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【災害受付表のサンプル】 
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２） 通報内容の確認 
現地にて、被害状況を確認。この際はくれぐれも安全が確保された状況でなお且つ２名
以上で実施。 

 
 
 
令和４年度農地・農業用施設災害復旧事業担当者会議資料より 

・被害状況を再度確認し写真撮影。事業主体（市町村）への案内に備えて目印等を設置する
ことも有効です。できれば被害箇所だけでなく、周囲の状況（被災に原因等）も撮影する
こと 

・現場調査の結果、前述した対象とならない件をあきらかに満たす箇所については、申請
者、通報者にその旨を伝え、申請リストから除外します。（10 万円以下等） 

・図面を持参し被災場所を確定 
 ※土地連では、現地調査用のタブレットを貸し出ししております、タブレットにはオルソ

画像と筆図が格納されています、また GPS を搭載しておりますので現在地も確認もできま
す。カメラ機能、メモ機能もありますので、今までの図面・デジカメ・野帳がタブレット
１台で対応できます、更には現場で記録した位置情報を「水土里情報システム」へデータ
移行も可能です。 
・通報内容（災害受付表）と現場調査結果を記録し土地改良区内で情報を共有します、ま
たデータを整理することで事業主体である市町村への報告についても「正確性」「迅速性」
が確保できます。 

  ・通報内容や現地調査で得られた位置情報は「水土里情報システム」に、被災位置・基礎
属性・写真等を入力することにより、県・市町村・本会との情報共有が図られます。 
※要望があれば、災害対応の水土里情報システム研修会の開催を検討します。 
【問い合わせ】管理情報部 水土里情報センター（０１８－８８８－２７３７） 
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３） 事業主体（市町村）への被害報告、現地案内 
・補助事業への申請者となる事業主体（市町村）への被害報告として、災害受付表をとりまと

めたものと土地改良区が行った現地調査結果（図面、写真）提出します。報告する内容は 
 発生日、工種（用水、排水路、道路等）数量、被害内容、農地の場合地権者、応急工事の必

要性、施設であれば受益者数（2 戸以上確認）、ため池の場合防災重点ため池の指定の有無等 
・次に事業主体への現地案内を行います。その際には、土地改良区では施設管理者として「原

型がどうなっていたか」などの情報を提供し事業主体が早急な概算額の算定ができるよう協
議します。 

・概算額の算定については、基本的に事業主体が行いますが土地改良区が事業主体になった場
合や大規模な災害で市町村だけでは困難な場合、土地改良区でも概算の算定が必要となりま
す。 
概算額の算定の基礎としては「総合単価」を使用します。 

【総合単価とは】 
積み上げによる積算の煩雑さを軽減し、早期に査定を完了するため目的で考え出されたもので 
例えば、コンクリート側溝の布設に関する単価はコンクリート側溝の資材単価＋布設手間の単
価＋掘削や埋め戻しなどの土工と個々を積み上げて初めてコンクリート側溝の 1m あたりの単
価となりますが、あらかじめ資材費＋布設費＋一般的な土工費を合算している国で認められた
単価です。 
 
４） 応急仮工事及び応急単独工事の注意点 
・二次災害の防止や用水取水の確保など、緊急的に実施する必要があるものについては、事業

主体の判断で応急仮工事が実施できます。その際には組合員からの要請を受け土地改良区が
事業主体に申請し行う場合もあります。 

・応急的に行う工事のため、事後審査となるので証拠書類はしっかりと保存 
  被災施設等の状況写真 
  工事実施中の写真 
  出来高管理図書 
  出役人夫、購入資材、工事費支払額等が確認できる証拠書類 
  請負契約関係書類 

・また、改良区単独工事や小災害での応急的な工事をする場合においても「現況と復旧方法」
「工事費」「発注に関すること」等、事後にトラブルにならないようしっかり役員、組合員
等と合意形成を図り進める必要があります。 
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３． 組合員との合意形成 

事業を実施するにあたっては、組合員の意向の確認が必ず必要です。組合員の申請によるもの
であっても時間の経過や事業負担額、その他要因により事業への意思が変更する場合があるの
で十分説明し合意形成を図る必要があります。 
 
  

 
 

  査定申請（本災）するものと小災害復旧事業とするもの 

  概算事業費（被害額） 

  負担についての了解、補助残に対する自己負担をすることの了

解、農地復旧の場合の農地復旧限度額を超える場合の自己負担す

ることの了解 

【例】 １０ａ ５，８９９千円 
    ２０ａ ９，４６５千円 
    ３０ａ １２，４８０千円 
大規模な土砂流入や流木堆積の場合は注意 

  復旧スケジュール 

  現況から判断して、営農がされていない農地や休耕田となってい

る農地の場合には、本人の営農意欲の確認を含めて証明（転作・

休耕）できる資料の用意 

 
 
 
 
 
 
 
 

組合員への説明内容 
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１）本災と小災害の仕分けフロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小災害フロー 

本災フロー（国庫補助） 
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災害復旧事業（本災害）は事業費の 40 万円以上が該当します、それ以下については秋田県や
各市町村の事業を利用することになります。 
 
 
 
２）小災害に関する補助事業 
・農地・農業用施設小災害支援事業（秋田県） 
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その他各市では以下の補助事業があります。 
・鹿角市農地等小規模災害復旧支援事業 
 限度額︓１０万円〜４０万円、補助割合︓2 分の 1 以内、添付書類︓見積書、写真、位置図 
 
・大館市農地・農業用施設小災害支援事業 
 限度額︓１０万円〜４０万円、補助割合︓農地３分の 1 以内、農業用施設 2 分の 1 
 
・北秋田市小災害復旧事業  
 限度額︓１０万円〜４０万円、補助割合︓農地２分の 1 以内、農業用施設 2 分の 1 
 
秋田県農地・農業用施設小災害支援事業と各市の補助事業はあわせて実施できますので 
例）鹿角市 事業費３９万円の場合 県補助１／３＋市補助１／２＝補助５／６  
 自己負担額︓３９０，０００円×１／６＝６５，０００円 
例）大館市 農地 事業費３９万円の場合 県補助１／３＋市補助１／３＝補助２／３ 
 自己負担額︓３９０，０００円×１／３＝１３０，０００円 
 
２）本災補助残の補助率について 

災害復旧事業に関する補助率は基礎知識でも述べておりますが、農地５０％、施設６０％とな

っており、激甚災害の指定を受けた場合更に補助率が増高し９０％以上となります。 

また、市毎に補助残に対する補助があり地元（組合員）負担率が変わります。 

市 町 村 名 種    別 地 元 負 担 率 備 考 

鹿 角 市 農 地 5%（対全体事業費）  

 施 設 0%  

大 館 市 農 地 4%（対全体事業費）  

 施 設 2%（対全体事業費）  

北 秋 田 市 農 地 5%（対全体事業費） 率変更検討中 

 施 設 2%（対全体事業費）  

 

【例】 

大館市 農地 概算工事費 ５，０００千円、測量試験費 ７００千円 計 ５，７００千円 
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地元負担 ５，７００千円×０．０４＝２２８千円 
国庫補助 ５，０００千円×０．５＝２，５００千円 
市負担  ５，７００千円－２２８千円－２，５００千円＝２，９７２千円  
 

【重要】 

災害復旧事業（本災）の補助率、小災害事業の補助率、補助残の地元負担率をし

っかり把握したうえで組合員の負担額の概算をしっかり伝え事業申請の意思を早

急にとりまとめることが災害復旧事業をスムーズに進める一番重要な項目です。

申請の意思が組合員まかせでなかなか申請箇所が固まらない事例や、申請する前

提で測量・設計・積算を行いその額を提示したところ負担額が大きく、取り下げ

し、測量試験費が無駄になることもあります。事業主体は市が行う場合が多いで

すが、農家いわゆる組合員と密接な関係の土地改良区がしっかり説明し農家（組

合員）と合意形成を図ることが重要です。 
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４． 各団体との調整 

１）草刈りの依頼 
最終の災害報告を行うと査定設計書を作成するための、測量調査が始まります。測量調査で

は最初に測点の設置を行います、いわゆる被災箇所の始点と終点を確定する作業です。この作
業で重要なことは事前の現場での「草刈り」です、畦畔や水路溝畔、農道の法面などが崩壊し
た被災状況の場合、崩壊部分のクラックの端部が始点、終点となります、目に見える大きく崩
れた部分以外にクラックが入っている箇所は、すく決壊、崩落する可能性があるためクラック
部分まで修復する必要があります。そのため草の繁茂によりクラックが見つけ出せない場合、
満足な申請延長が得られない場合があります。 

また、大規模災害については査定を７０％以上机上査定で行うため、写真による被災状況の
確認となります、よって草刈りをしっかり行い、クラック部分にマーキングを施した写真を添
付する必要があります。 

 
２）現場調査での農地内への立ち入り 
 農地への土砂の堆積、流亡、畦畔の決壊、崩落などの調査、測量に関しては農地内への立

ち入りや、測点杭、目印杭などの設置を行います。また家屋周りの水路などについても私有地
へ立ち入るため連絡調整が必要となります。 

 
測量設計コンサルタント、事業主体である市とスケジュールを確認し、組合員への草刈りの

依頼、私有地立ち入りへの許可等、各団体との調整を市や土地改良区が行うことでより効率的
に調査が進められます。 

 

５． 査定立ち会い 

災害査定ではその場で、事業量が確定し採択されます。よって災害査定時には事業量を全力
で勝ち取る︖︖必要があります。特に原型がないほど被災した施設など「管理していたもの」
でなければ説明できないことが多々あります。また復旧後も施設の管理者として施設を維持し
ていく必要があるため、査定での「譲れない部分」は是非土地改良区、管理者として査定官、
立会官に訴えることも必要です、また管理の状況など確認されることもあるの資料を準備し立
ち会うことが必要です。 
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